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調査計画全文 

 

１ 調査の名称 

商業統計調査 

 

２ 調査の目的 

商業統計調査（以下「商業調査」という。）は、商業の実態を明らかにし、商業に関する施策の基

礎資料を得るための商業統計を作成することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

   商業調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準である日本標準

産業分類に掲げる「大分類Ｉ-卸売業，小売業」に属する事業所（国及び地方公共団体に属する事業

所を除く。以下「調査事業所」という。）について行う。 

商業調査の実施に先立って調査を受ける事業所を確定するために、準備調査を行う。 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 

約１，７１６，０００事業所 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

（３）報告義務者 

後記６の（２）２）①の調査においては、事業所の管理責任者が当該事業所について、後記６の（２）

２）②アからウまでの調査においては、本所事業所の管理責任者が当該本所事業所を有する企業及び

当該企業が有する事業所について、調査票に記入し、提出する。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

① 事業所の名称及び電話番号 

② 事業所の所在地 







































別添 

 

 

東日本大震災に伴う調査計画の変更 

 

 

 

 

１ 変更内容 

（１）調査範囲からの除外 

 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災に伴う原子力発電所の事故に関して

原子力災害対策特別措置法（平成 11年法律第 156 号）第 15 条第３項又は第 20条第

３項の規定により内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長（同法第 17条第１項に規

定する原子力災害対策本部長をいう。）が市町村長（特別区の長を含む。）又は都道

府県知事に対して行った次の各号に掲げるいずれかの指示の対象となった区域に含

まれる調査区。ただし、避難解除等区域 避難解除区域及び現に避難指示の対象と

なっている区域のうち原子力災害対策特別措置法第 20 条第３項又は第５項第 20条

第２項の規定により原子力災害対策本部長が福島の市町村長又は福島県知事に対し

て行った指示において近く当該避難指示が全て解除される見込みであるとされた区

域を含む調査区を除く。 

 

①原子力災害対策特別措置法第 28 条第２項の規定により読み替えて適用される

災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 63条第１項の規定による警戒区

域の設定を行うことの指示。 

②住民に対し避難のための立退きを行うことを求める指示、勧告、助言その他の

行為を行うことの指示。 

 

（２）調査方式の変更 

東日本大震災の影響により調査員調査の実施に大きな支障が生じている地域として

経済産業大臣が定める調査区内の事業所については、経済産業大臣が直接、郵送に

より調査を実施する。 

 

２ 変更する期間 

本調査は年次調査であるが、本変更は当面、今回の調査のみの対応とする。 

 

 

３ 公表上の取扱い 

指示の対象となった区域等に含まれる事業所を除いて集計することから、公表

において特段の取扱いは行わない。 



商業統計調査の必要性 

 

 

商業統計調査は、統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく基幹統計調査として、

商業統計調査規則（昭和２７年８月１３日通商産業省令第６０号、最終改正平成２１

年３月１８日経済産業省令第１５号）によって実施している。 

本調査は、事業所数、従業者数、年間商品販売額、商品手持額、経営形態などを産

業分類別、規模別、地域別等に商業の実態を明らかにし、商業に関する施策等の基礎

資料を得ることを目的としている。 

調査の結果は、中小企業を中心とする流通関連施策の立案、大規模小売店舗立地法

及び小売商業調整特別措置法の運用、中小小売商業振興法の運用、商業近代化地域計

画の策定、商店街診断、広域商業診断の実施、卸売商業団地等の計画策定、商店街近

代化計画の作成、中小企業の事業転換推進、都市計画、市街地再開発計画、都市の特

性分析のための基礎資料として利用されている。  

また、国民経済計算、産業連関表、中小企業白書、商業動態統計、全国物価統計調

査などの各種二次統計作成のための基礎資料及び各種統計調査の母集団など幅広く利

用されている。  

 




